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はじめに①
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最近の動き

⾦ 融 庁
H26.10
H28. 5
H28. 5
H28. 9

地域⾦融機関による事業性評価
企業ヒアリングアンケート調査結果
企業ヒアリングを踏まえた地域銀⾏との対話
⾦融仲介機能の55のベンチマーク

経済産業省
H25.12
H27. 4
H28. 3
H28. 7

地域⾦融機関と連携した知的資産経営の推進について
地域経済分析システム(RESAS︓リーサス)の提供開始
ローカルベンチマーク
中⼩企業等経営強化法の施⾏、経営⼒向上計画の策定

中⼩企業庁

H26. 2
H27. 9
H28.12
H29. 3
H29. 4
H29. 5

経営者保証に関するガイドライン適⽤開始
事業引継ガイドブック
事業承継ガイドラインの改定
会社を未来につなげる10年先の会社を考えよう
事業承継マニュアル
事業承継補助⾦

中⼩企業基
盤整備機構 H24. 5 事業価値を高める経営レポート(知的資産経営)



はじめに②
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１. 事業承継の目的
→ 事業の継続ならびに成⻑・発展が目的である

経営者個⼈の財産の保全ではない

２. 事業承継の取り組み方
→ 企業規模により取り組み方が異なる

大企業かつ中規模企業か⼩規模企業かで
違う取り組みが必要

→ 経営者ならびに後継者の⽴場により取り組み
方が異なる
経営者は創業者か２代目か、後継者は子供か
従業員か外部かで違う取り組み方が必要



はじめに③
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３. 事業承継ガイドライン(平成28年12⽉5⽇に公表)の活⽤
① 事業承継に向けた早期取り組みの重要性

(事業承継診断の実施)
② 事業承継に向けて踏むべき5つのステップ
③ 地域における事業承継⽀援体制の強化の必要性

４.
① ローカルベンチマーク
② 事業性評価
③ ⾦融仲介機能のベンチマークを活⽤した⾦融機関

の事業承継に対する取り組みの必要性

知的資産経営＋中⻑期経営計画＋事業承継計画の策定



はじめに④
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５. 事業承継(事業性評価・ローカルベンチマークを含む)を
通して担当する取引先との対話⼒を強化し、
「取引先がなぜ市場・顧客に選ばれているのか」の
目利き⼒を養う



会社を未来につなげる10年先の会社を考えよう
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第１章 事業承継の重要性
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１．中⼩企業の事業承継を取り巻く現状
(1) 中⼩企業の重要性

大企業
11万社
0.3％

中企業
55.7万社
14.6％

⼩規模企業
325.2万社

85.1％

中⼩企業
380.9万社

99.7％

大企業
1,433万⼈

29.9％

⼩規模企業
1,127万⼈

23.5％

中企業
2,234万⼈

46.6％
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484万社 469万社
433万社 420万社

中小企業
420万社

385万社

381万社

社
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(2) 中⼩企業の現状と経営者の高齢化

1975〜1985年平均 4.97％

2000〜2011年平均 3.48％
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62.6

68.1

70.7 70.5
⼩規模事業者 69.8

中規模企業

61.3

66.1
67.5

67.9 67.7
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(3) 中⼩企業における事業承継の現状
① 後継者確保の困難化
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6.7％ 44.2％ 38.6％ 10.6％

3.0％

7.2％

7.4％

27.6％

49.3％

54.7％

45.6％

36.0％

32.1％

23.9％

7.6％

5.7％

27.3％ 43.8％ 23.5％ 5.5％

5.5％ 35.4％ 33.4％ 25.6％

23.7％ 48.7％ 23.9％ 4.6％

20.7％ 57.8％ 19.0％ 2.5％
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② 親族外承継の増大

83.5％ 9.2％ 3.7％ 3.7％

82.5％ 7.4％ 6.5％ 3.7％

75.5％ 9.6％ 11.7％ 3.2％

73.0％ 12.4％ 9.1％ 5.5％

66.9％ 9.3％ 12.1％ 11.7％

57.0％ 14.5％ 17.6％ 10.9％

45.5％ 9.5％ 24.4％ 20.6％

26.7％ 7.6％ 26.4％ 39.3％
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(4) 早期取組の重要性

19.5％ 7.3％ 36.6％ 36.6％

すでに準備をしている これから準備をする

現時点では準備を
していない

現在は事業承継を
考えていない

〜40歳代
(n=41)

50歳代
(n=60)

60歳代
(n=1,115)

70歳代
(n=368)

80歳代〜
(n=65)

33.3％ 11.7％ 30.0％ 25.0％

42.9％ 29.9％ 19.7％ 7.5％

49.5％ 30.7％ 15.2％ 4.6％

47.7％ 32.3％ 15.4％ 4.6％

無回答
5.6％

その他
12.1％

約1年
2.5％

2〜3年
25.6％

5〜10年
29.4％ 約5年

24.8％
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[参考]ガイドラインでの紹介事例の⼀例①
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[事例１]計画的取組による事業承継の成功事例



[参考]ガイドラインでの紹介事例の⼀例②

17

[事例２]早期計画的取組ができなかった失敗事例
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２．事業承継とはどのようなものか
(1) 中⼩企業の事業承継の全体像

事業承継

後継者存在

経営の承継 経営者としての経営手腕・⼈脈の承継

知的資産(独自のノウハウ)の承継

取引先・従業員からの信⽤の獲得

経営者としての地位の承継

資産の承継 自社株式の過半数以上の承継

事業⽤資産の全部の承継

その他の相続⼈への配慮(子供承継の場合)

後継者不在

Ｍ＆Ａ 中⼩企業対象Ｍ＆Ａ会社への仲介依頼

事業引継⽀援センターへの仲介依頼

同業などへの引継依頼廃業
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(2) 事業承継の類型

①親族間承継 ②役員・従業員承継 ③社外への引継
（Ｍ＆Ａ等）

現経営者の子をはじめと
した親族に承継

親族以外の役員・従業
員に承継

株式譲渡や事業譲渡等
により承継を⾏う方法

メリット

 内外の関係者から心
情的に受け入れやすい
 後継者の早期決定に

よる準備期間の確保
 所有と経営の⼀体的

な承継が期待

 経営者としての能⼒の
ある⼈材を⾒極めて、
承継することができる
 経営方針等の⼀貫性

を保ちやすい

 広く候補者を外部に求
めることができる
 現経営者は会社売却

の利益を得ることができ
る

ポイント

 後継者が引き継ぐに値
する企業であるか
 事業承継の前に経営

⼒の向上・経営基盤の
強化

 親族株主の了解、関
係者全員の同意と協
⼒
 持株会社
 持株会・事業承継税

制の活⽤による資⾦⼒
の解決

 本業の強化・内部統
制(ガバナンス)体制の
構築により、企業価値
を十分に高めておく
 Ｍ＆Ａは数ヶ⽉〜数

年かかるので、十分な
時間的余裕が必要
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(3) 事業承継の構成要素
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①⼈(経営)の承継 ②資産の承継

内 容

 後継者への経営権の承継
 事業承継の成否を決める重要な

問題
 経営者の資質によって事業の円滑

な運営・業績が左右

 株式会社であれば、株式の承継

ポイント

 経営に必要な能⼒を⾝につけるた
めには、5〜10年以上の準備期間
が必要なので、早期に開始すべき
 後継者候補が困難な場合は、Ｍ

＆Ａ等も選択肢

 相続税負担と承継方法
 他の財産と合わせた相続⼈間の分

割
 現経営者個⼈の負債・保証関係

の整理・承継
 税理⼠等の専⾨家に相談
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③知的資産の承継

内 容
 貸借対照表に記載されていない無形の資産
 ⼈材・技術・技能・知的財産(特許・ブランドなど)・組織⼒・経営理念・顧

客とのネットワーク

ポイント
 自社の強み・価値の源泉が従業員との信頼関係構築を築くことに後継者

の深い理解
 事業価値を高める経営レポート等を基に、知的資産の棚卸しから始め、

知る・まとめる・伝える・深掘り

３分類

⼈的資産 ひ と
従業員が退職する際に、⼀緒に持ち出す資産
その⼈がいなくなってしまったら、なくなってしまう資産
(例) ⼈に帰属するノウハウ、技術、⼈脈、経験、アイデア、想像⼒、

モチベーションなど

構造資産 しくみ
従業員が退職しても企業(組織)に残る資産
その⼈がいなくなっても組織に残る資産
組織の仕組となっている資産
(例) 経営理念、企業⽂化、社⾵、データベース、業務の仕組など

関係資産 つながり 企業の対外関係に付随したすべての資産
(例) 顧客、供給先、外注先、⾦融機関、⽀援者との関係など

知的資産
経営

 ５Ｓ(整理・整頓・清潔・清掃・躾)の⾒える化
 低価格を実現するためのコスト低減のための工場・現場の仕組
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後藤 新平(台湾総督府⻑官 満鉄初代総裁 東京市⻑)

「よく聞け、⾦を残して死ぬ者は下だ。
仕事を残して死ぬ者は中だ。
⼈を残して死ぬ者は上だ。
よく覚えておけ」

「されど財無くんば事業保ち難く、
事業無くんば⼈育ち難し」

後継者なくして経営なし



第２章 事業承継に向けた準備の進め方
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１．事業承継に向けた５ステップ
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２．ステップ１︓事業承継に向けた準備の必要性の認識
＜事業承継診断票(相対⽤)＞
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＜事業承継診断票(自己診断⽤)＞
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Webによる事業承継診断(大阪産業創造館)
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３．ステップ２︓経営状況・経営課題等の把握(経営⾒える化)
①会社の経営状況の⾒える化 ②事業承継課題の⾒える化

財務情報

 中⼩企業会計指針・中⼩企
業の会計に関する基本要領の
活⽤
 自社株評価
 部⾨別P/Lからの稼ぎ頭商品
 製造ラインの課題
 在庫の売れ筋・不良の把握

後継者
候補

 有無
 承継時期
 能⼒・適性・年齢・意欲
 無…社内外における候補者
 親族内株主・取引先からの

異論の有無

経営者へ
の着目

 経営者所有の不動産で事業
利⽤の有無
 当該不動産の会社借入に係

る担保設定
 経営者と会社間の貸借関係
 経営者保証の有無等、会社

と個⼈の関係

事業承継
に伴う

将来の相
続税対策

 相続税額の試算・納税方法
 分割対策
 自社株式の移転(贈与・譲

渡)

事業への
着目

 知的資産経営報告書の活⽤
による事業価値の源泉
 ローカルベンチマークの活⽤
 経営⼒向上計画

社内体制
の整備

 後継者を中心とした組織づく
り
 後継者の経営ブレーン
 後継者教育
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①〜⑥

新規開拓 商品開発 製造 営業拡販 出荷 提供商品
サービス

⑧〜⑪
⑫〜⑬

⑧〜⑪

⑭

⑮

⑦

売上高
得意先数
仕入⾦額

STEP①
企業概要

STEP②
内部環境

STEP③
外部環境

STEP④
今後のビジョン

STEP⑤
価値創造のストーリー
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知的資産経営実践の流れ〜作成目的を明確にする
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[１５の対話の視点]①

“WHY“を組み合わせた質問の例
単純な穴埋め質問 “WHY”を組み合わせる

WHO どなたがされたのですか どうしてその方(○○社)だったの
でしょうか

WHEN いつ頃からされているのですか なぜその時期だったのでしょうか

WHERE どこでされるのですか その場所でされたのは、どのよう
な理由だったのでしょうか

WHAT どのようなこと(技術・サービス
等)ですか

なぜその技術(サービス等)があ
るのでしょうか

HOW TO どのようにされるのですか そのようにされるのは、何か理由
があるのでしょうか

HOW MANY どの程度されるのですか どうして、その数(量)にされてい
るのでしょうか
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[１５の対話の視点]②

①創業者はなぜこの事業を始められたのですか
②なぜ、この場所、この時期に事業を始められたのですか
③創業期の事業環境は、どのようだったのですか

[創業期を知るための対話]

④事業が軌道に乗ったきっかけはどのようなものだったのですか
⑤過去に大変な時期(受注減少、大幅な赤字等)もあったと思いますが、どのように

乗り越えられたのですか
⑥事業内容が変化していますが、どのような理由があったのですか

[創業後から現在に至るまでを知るための対話]（ツール…PEST）

⑦今後はどのように事業を発展させていきたいとお考えですか(未来と現在とのギャッ
プを理解)

⑧御社の業務の流れについて教えて下さい、何か強みとなる特徴はありますか
⑨競合他社と差別化するために、どのような工夫をされていますか
⑩競合他社と比較して、どのような点に課題があるとお考えですか

[現在から未来に向けて]
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[１５の対話の視点]③

⑪御社は業界内でどのようなポジションにあるとお考えですか
⑫競合先は昔と今とで変化がありますか
⑬昔と今で顧客のニーズはどのように変化しているとお考えですか

[売り手の視点と買い手の視点]（ツール…４Ｐと４Ｃ）

⑭この先御社にとって、どのようなことがチャンスとなるとお考えですか
⑮この先御社にとって、どのようなことがリスクとなるとお考えですか

[機会と脅威]（ツール…ＳＷＯＴクロス分析）

①〜⑮までの内容に基づき、 目 的

これまでの

事業の価値を生み出す
源泉になってきた

ものは何か

将来に向けて事業の

価値を生み出していく
源泉になるものは何か
その活用の取り組みは

どうなっているか
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☆事業が成功するための3つのルール
①目標を設定し、
②⾏動を起こし、
③成功するまでやり抜く

☆目標達成のための4つの質問
質問１ あなたは何(What)を実現したいですか

質問２ 目標はいつ(When)までに達成しますか

質問３ 目標を達成するために、犠牲にすることは何(What)ですか

質問４ その上で、あなたは目標と犠牲のどちら(Which)を
どうやって(How)目標を達成しますか
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外部環境を認識する際に役に⽴つ

PESTの視点
要 因 視点・切り⼝

Political
政治的環境要因

 法規制(規則強化・緩和)
 税制
 裁判制度、判例
 政治団体の傾向 等

Economic
経済的環境要因

 景気
 物価(インフレ・デフレ)
 成⻑率
 ⾦利・為替・株価 等

Social
社会的環境要因

 ⼈⼝動態
 世論・流⾏
 教育水準
 治安・安全保障
 宗教・言語
 自然環境 等

Technological
技術的環境要因

 技術開発投資レベル
 新技術の普及度
 特許 等

※⽇経・インターネットで得られる情報

4P「売り手の視点・プロダクトアウトの発想」と
4C「買い手/顧客の視点・マーケットインの発想」

売る側からの
論理・視点 買う側(顧客)からの視点

４
Ｐ

製 品
(Product)

４
Ｃ

顧客にとっての価値
(Customer Value)

価 格
(Price)

顧客にとってのコスト
(Cost of the 
Customer)

流通経路
(Place)

顧客にとっての利便性
(Convenience)

販売促進
(Promotion)

顧客との
コミュニケーション

(Communication)
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５Ｆ(ファイブフォース)の視点からの対話

参入障壁・新規参入

新規参入の脅威

供給業者(売り手) 業界内競争 顧客(買い手)

売り手の交渉⼒ 業者間の競争関係 買い手の交渉⼒

代替品

代替製品やサービスの脅威
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内部環境と外部環境をあわせて未来を考えるSWOTクロス分析

内
部
要
因

強 み（Ｓ） 弱 み（Ｗ）

外
部
要
因

機 会（Ｏ）

積極戦略 改善戦略

強みを活かして
さらに伸ばしていく

弱みを活かして
機会を勝ち取る

脅 威（Ｔ）

差別化戦略 致命傷回避戦略

弱みを補強して事業機会・
チャンスをつかむためには

弱みから最悪の
シナリオを避けるためには
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５．ローカルベンチマーク
財務分析入⼒シート
 「入⼒シート」の⻩⾊い網掛け部分に必要な情報を入⼒・選択すると、「財務分析

結果シート」に6つの指標が計算され、点数が算出されます。
 今年度、業種・規模の細分化、データの洗い替え、補⾜説明追加を実施。
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財務分析結果シート
 財務分析診断結果が表⽰され、6つの指標について業種平均との乖離を把握

できます。
 今年度、3期分の業績推移が把握できるように改訂。
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⾮財務ヒアリングシート（商流・業務フロー）〜記載例〜
 業務フローについては実施内容と差別化ポイントを把握し、商流は取引先と取引

理由を整理し、どのような流れで顧客提供価値が⽣み出されているかを把握する
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⾮財務ヒアリングシート（4つの視点）〜記載例〜
 4つの視点に基づく⾮財務情報について具体的に記載し、総括として、現状認識

と将来の目標を明らかにし、課題と対応策を明らかにします。
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⾮財務ヒアリングシート（4つの視点）〜チェック項目例〜
 4つの視点に基づく⾮財務情報について具体的に記載し、総括として、現状認識

と将来の目標を明らかにし、課題と対応策を明らかにします。
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経営⼒向上計画のメリット
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４．ステップ３︓事業承継に向けた経営改善(会社の磨き上げ)

① 本業の競争
の強化

 強みを作り、弱みを改善する取組（経営改善計画）
 中⼩企業等経営強化法に基づく経営⼒向上計画
 ローカルベンチマークの活⽤による現状認識
 商品⼒を伸ばし、マーケットを開拓
 ⼈的資源の強化（⼈材の育成、新規採⽤と定着）

② 経営体制の
総点検

 事業承継後に、後継者が円滑に事業運営を⾏うために、事業承継前に
経営体制の総点検
(例) 社内の⾵通しを良くし、社員のやる気向上

役職員の職制、業務権限を段階別に委譲し、経営者の権限の
リスク分散

 事業に必要のない資産、滞留在庫の処分、余剰負債の返済など、経営
資源のスリム化

③ 経営強化に
資する取組

 財務経営⼒の強化
 財務情報を経営者自らが利害関係者に説明することで、信⽤⼒の獲得

（資⾦調達⼒の強化、取引拡大の可能性）
④ 業績が悪化

した中⼩企
業における
事業承継

 事業承継の前に事業再⽣
 法的整理
 私的整理
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[事例３]本業の競争⼒強化による事業承継の成功事例

自社の磨き上げ
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[事例４]事業再⽣を経た事業承継の成功事例

自社の抜本的事業再生への取

組み
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［経常利益の高め方］→ 自社のＱをいかに増やすか

Ｐ
Ｖ

Ｍ
× Ｑ ＝ ＰＱ

ＶＱ

ＭＱ
Ｆ

Ｇ

受注件数
訪問件数

売上高
受注件数

ＭＱ分析

担当者別

商品別

得意先別

地域別

⽉次損益管理ではなく、週損益管理
⽉次決算の早期作成

ＰＱ ＝ 訪問件数 × ×

＝ 訪問件数↑ × 引合件数↑ × 受注率↑ × 受注単価

ＶＱ ＝ 材料費・外注費の⾒直し（5段階ネゴ交渉方式）

Ｆ ＝ 間接部⾨の多能工、家賃の引き下げ、遊休不動産の活⽤

引合件数
訪問件数

受注件数
引合件数＝ 訪問件数↑ × × × 売上高

受注件数



現状

Ａ社

訪問

入力・試算表

訪問

入力・試算表

決算書・申告書

説明

社員Ｂ

アシＣ

社員Ｂ

社員Ｂ

アシＣ

資料回収
経営相談

顧問先に一人の担当者を配属 → 属人的

社員Ａ

社員Ｆ

① 長所伸展
② キャリアアップの見える化
③ 労働時間削減 → 残業時間の削減

社員Ｂ

税務調査

申告

製作
センター

社員Ｃ アシＥ

製販分離

Ｘ社

事業承継・
経営改善

入力・試算表 アシＤ

社員Ｂ品質管理

訪問

品質管理
センター

進捗管理

審理

社員Ｇ
品質管理
センター

ひょうご税理⼠法⼈の製販分離
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